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近畿ﾌﾞﾛｯｸ発注者協議会（第１８回）                            資料－２ 
   令和 ７年 ９月２４日 

 
 

「近畿ブロック発注者協議会」設置要領 

 

（名称） 

第１条 本会は、近畿ブロック発注者協議会（以下「協議会」という。）と称する。 

 

（目的） 

第２条 協議会は、近畿地方における国、特殊法人等及び地方公共団体等の各発注者が、 

 発注者の責務を果たすため、公共工事の品質確保の促進に向けた取組み等について情報交換

や情報共有などを行い、連携強化や支援及び発注者間相互の連絡調整を図り、もって近畿ブロック

における公共工事の品質確保の促進に寄与することを目的とする。 

 

（事務） 

第３条 協議会は、前条の目的を達成するため、次に掲げる事項に関する連絡調整等を行う。 

 一 公共工事の品質確保の促進に関する施策に対する目標設定や実施状況 

 二 発注者間相互の連携及び協力 

 三 発注者への支援 

 四 その他前条の目的を達成するために必要な事項 

 

（協議会の構成） 

第４条 協議会は、別紙１に掲げる委員をもって構成する。 

２ 会長は、国土交通省近畿地方整備局長をもってあてる。 

３ 会長は、会務を総括し、協議会を代表する。 

４ 副会長は、農林水産省近畿農政局農村振興部長及び代表府県部長をもってあてる。 

５ 副会長は、会長に事故がある時は、その職務を代理する。 

６ 市町村委員は各府県市長会会長、町村会会長をもってあてる。 

 

（会議） 

第５条 協議会の会議は、会長が招集する。 

２ 協議会の会議は、会長または会長が指名する者が議長を務める。 

３ 委員は、あらかじめ指名した者を代理として会議に出席させることができる。 

４ 会長は、必要がある時は、別紙１に掲げる者以外の者の参加を求めることができる。 
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（幹事会の構成） 

第６条 協議会の円滑な運営を補助するため、協議会に幹事会を置くものとし、幹事会の会議は、

幹事長が招集する。 

２ 幹事会は、別紙２に掲げる幹事をもって構成する。 

３ 幹事長は、国土交通省近畿地方整備局企画部長をもってあてる。 

４ 幹事会に、副幹事長を置き、幹事長が指名する。 

５ 副幹事長は、幹事長に事故がある時は、その職務を代理する。 

６ 市町村幹事は各府県市長会会長、町村会会長を担当する市町村技術管理主管部長 

  （課長）等をもってあてる。 

 

（分科会） 

第７条 幹事会の効率的な運営を図るため、必要に応じて分科会を設置することができる。 

 

（地域発注者協議会） 

第８条 近畿ブロックの全ての市町村における公共工事の品質確保を促進するため、福井 

 県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県の各府県に地域発注者協議会を 

 設置する。 

 

（庶務） 

第９条 協議会の庶務は、近畿地方整備局（企画部技術管理課）が関係機関の協力を得て 

 処理する。 

 

（雑則） 

第１０条 この要領に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会長が定める。 

 

附 則 この要領は、平成 20 年 11 月 13 日から施行する。 

        この要領は、平成 27 年 3 月 24 日から施行する。 

        この要領は、平成 27 年 8 月 24 日から施行する。 

        この要領は、平成 28 年 8 月 22 日から施行する。 

        この要領は、平成 29 年 8 月 9 日から施行する。 

        この要領は、平成 30 年 8 月 6 日から施行する。 

      この要領は、令和元年 8 月 7 日から施行する。 

      この要領は、令和２年 ７月から施行する。 

      この要領は、令和３年 8 月 5 日から施行する。 

      この要領は、令和４年 ５月 ９日から施行する。 
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      この要領は、令和５年 ５月 17 日から施行する。 

      この要領は、令和６年 ２月 26 日から施行する。 

      この要領は、令和６年 ４月 2４日から施行する。 

この要領は、令和８年 ８月 ６日から施行する。 

この要領は、令和８年 ９月 24 日から施行する。 

 

 



                                                                            

4 
 

別紙１ 

 

第４条関係（委員） 

 

 会   長  国土交通省 近畿地方整備局長 

 副 会 長  農林水産省 近畿農政局 農村振興部長 

 副 会 長  代表府県部長 

 

 委    員  警察庁 近畿管区警察局 総務監察部長 

       財務省 近畿財務局 管財部長 

       財務省 大阪国税局 総務部次長 

       農林水産省 林野庁 近畿中国森林管理局 総務企画部長 

              経済産業省 近畿経済産業局 総務企画部長 

       国土交通省 近畿地方整備局 総務部長 

       国土交通省 近畿地方整備局 企画部長 

       国土交通省 近畿地方整備局 営繕部長 

              国土交通省 近畿地方整備局  港湾空港部長 

              国土交通省 近畿運輸局 総務部長 

       国土交通省 大阪航空局 空港部長 

              国土交通省 海上保安庁 第五管区海上保安本部 経理補給部長 

       国土交通省 海上保安庁 第八管区海上保安本部 総務部長 

              環境省 近畿地方環境事務所 次長 

              防衛省 近畿中部防衛局 調達部長 

        

 

       福井県 土木部長 

       滋賀県 土木交通部長 

              滋賀県 農政水産部長 

       京都府 建設交通部長 

       京都府 農林水産部技監 

       大阪府 都市整備部長 

       大阪府 環境農林水産部長 

       兵庫県 土木部長 
 兵庫県 まちづくり部長  

       兵庫県 農林水産部長 

       奈良県 県土マネジメント部長 

       奈良県 食農部長 

       和歌山県 県土整備部長 
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       和歌山県 農林水産部長 

       京都市 建設局長 土木技術・防災減災・公園利活用担当局長 

       大阪市 建設局長 

       堺市 建設局長 

       神戸市 建設局長 

       福井市長  

       池田町長   

       東近江市長                       

       豊郷町長 

       長岡京市長 

       伊根町長  

              高槻市長 

       熊取町長 
       丹波篠山市長 

佐用町長 
葛城市 

       明日香村長 天川村長 

       御坊市長  

       九度山町長 

       (独)水資源機構 関西・吉野川支社 支社長 

       西日本高速道路(株)関西支社 建設事業部長 

       本州四国連絡高速道路(株) 長大橋・技術部長 

       阪神高速道路(株) 技術部長 

       新関西国際空港(株) 技術・安全部長 

       (独)国立文化財機構 京都国立博物館 副館長 

       (独)国立文化財機構 奈良国立博物館 副館長 

       (独)国立美術館 京都国立近代美術館 館長 

       (独)国立美術館 国立国際美術館  館長 

       (独)国立文化財機構 奈良文化財研究所 研究支援推進部長 

       (独)鉄道建設・運輸施設整備支援機構 北陸新幹線建設局 計画部長 

       (独)都市再生機構 西日本支社 副支社長 

       (国研)日本原子力研究開発機構 事業管理部長 

       日本下水道事業団 近畿総合事務所 事務所長 
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別紙２ 

第６条関係（幹事） 

 

 幹 事 長  国土交通省 近畿地方整備局 企画部長 

 副幹事長  農林水産省 近畿農政局 農村振興部 設計課長 

 副幹事長  代表府県課（室）長 

 

 幹  事  警察庁 近畿管区警察局 総務監察部 会計課長 

       財務省 近畿財務局 管財総括第三課長 

       財務省 大阪国税局 営繕監理官 

       農林水産省 林野庁 近畿中国森林管理局 総務企画部 経理課長 

              経済産業省 近畿経済産業局 総務企画部 会計課長 

       国土交通省 近畿地方整備局 総務部 契約管理官 

       国土交通省 近畿地方整備局 企画部 技術調整管理官 

       国土交通省 近畿地方整備局 企画部 技術開発調整官 

       国土交通省 近畿地方整備局 企画部 総括技術検査官 

       国土交通省 近畿地方整備局 営繕部 営繕品質管理官 

              国土交通省 近畿地方整備局  港湾空港部 事業計画官 

       国土交通省 近畿地方整備局 総務部 契約課長 

       国土交通省 近畿地方整備局 企画部 技術管理課長 

       国土交通省 近畿地方整備局 営繕部 技術・評価課長 

       国土交通省 近畿地方整備局 港湾空港部 品質確保室長 

              国土交通省 近畿運輸局 総務部 会計課長 

       国土交通省 大阪航空局 技術管理官 

              国土交通省 海上保安庁 第五管区海上保安本部 経理補給部 経理課長 

       国土交通省 海上保安庁 第八管区海上保安本部 総務部 経理課長 

              環境省 近畿地方環境事務所 自然環境整備課長         

              防衛省 近畿中部防衛局 調達部 調達計画課長 

        

 

       福井県 土木部 土木管理課長 

       滋賀県 土木交通部 技術管理課長 

              滋賀県 農政水産部 農政課長 

       京都府 建設交通部 指導検査課長 

       京都府 農林水産部 農村振興課長 

       大阪府 都市整備部 事業調整室 技術管理課長 

       大阪府 環境農林水産部 環境農林水産総務課長 

       大阪府 総務部契約局 建設工事課長 
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       兵庫県 土木部 技術企画課長 

       兵庫県 まちづくり部 営繕課長 
兵庫県 農林水産部 総務課長 

       奈良県 県土マネジメント部 技術管理課長 

       奈良県 食農部 農林振興課長 

       和歌山県 県土整備部 技術調査課長 

       和歌山県 県土整備部 公共建築課長 

       和歌山県 農林水産部 農業農村整備課長 

       京都市 建設局 監理検査課長 

       大阪市 建設局 工事監理担当課長 

       堺市 建設局 土木部 土木監理課参事（技術管理担当） 

       神戸市 建設局 担当部長（技術管理担当） 

       福井市 財政部長 

       池田町 町土整備課長 

       東近江市 契約検査課長 

       豊郷町 企画振興課長 

       長岡京市 総合政策部 検査指導課長 

       伊根町 地域整備課長  

              高槻市 総務部 部長代理 兼 契約検査課長 

熊取町 総務部 総務部長 

       丹波篠山市 行政経営部 管財契約課長  

       佐用町 総務課長 

葛城市 総務部 管財課長 

       明日香村 総務財政課長 天川村 企画観光課長 

       御坊市 財政課長  

       九度山町 総務課長 

       (独)水資源機構 関西・吉野川支社 淀川本部施設管理課長   

       西日本高速道路(株)関西支社 建設事業部 技術課長 

       本州四国連絡高速道路(株) 安全防災・技術部 技術管理課長 

       阪神高速道路(株) 技術部 技術管理課長 

       新関西国際空港(株) 技術・安全部長 

       (独)国立文化財機構 京都国立博物館 総務課長 

       (独)国立文化財機構 奈良国立博物館 総務課長 

       (独)国立美術館 京都国立近代美術館 総務課長 

       (独)国立美術館 国立国際美術館  総務課長 

       (独)国立文化財機構 奈良文化財研究所 環境整備課長 

       (独)鉄道建設・運輸施設整備支援機構 北陸新幹線建設局  
 計画部 技術管理課長 
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       (独)都市再生機構 西日本支社 技術監理部 工務・品質管理課長 

       (国研)日本原子力研究開発機構 事業管理部 調達課長 

       日本下水道事業団 近畿総合事務所 施工管理課長 
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「近畿ブロック発注者協議会」運営規則 

 

  「近畿ブロック発注者協議会」設置要領について、下記のとおり運営規則を定める。 

 

記 

 

第３条関係 

 【活動内容】 

  協議会は公共工事の品質確保に向けた次の各号にあげる事項について討議を行う。 

  ①総合評価の導入・拡大 

  ②品質確保に関する取組みの情報共有・促進等 

  ③地域貢献に関する評価の普及促進 

  ④受注者間における適正な関係の構築 

 

第４条、第７条関係 

 【副会長、副幹事長】 

   地方公共団体の代表で就任していただく協議会副会長及び副幹事長については、 

  以下の順番制とする。 

 

   平成２５年度   和歌山県 

   平成２６年度   兵庫県 

   平成２７年度  大阪府 

   平成２８年度  京都府 

   平成２９年度   滋賀県 

   平成３０年度   福井県 

   令和元年度   奈良県 

   令和 ２年度   和歌山県 

   令和 ３年度   兵庫県 
   令和 ４年度   大阪府 

   令和 ５年度   京都府 

   令和 ６年度   滋賀県 
   令和 ７年度   福井県 

   令和 ８年度   奈良県 

   令和 ９年度   和歌山県 
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令和 7年度 業団体との意見交換会における自治体への要望 

 

1. 日本建設業連合会 

働き方改革の推進 ～時間外労働上限規制遵守の課題と取組み～ 

（１）土日現場閉所による完全週休二日の実現 

〇建設業の担い手（技術者・技能労働者）を確保し、時間外労働の上限規制を遵

守するためには、土日閉所を基本とした週休二日の実現が不可欠である。国土

交通省をはじめとする全ての発注機関において、既契約を含む全ての工事で土

日閉所による週休二日制工事（完全週休二日）を原則導入していただきたい。 

 

（２）設計変更協議の円滑化 

〇近年の金利上昇に伴い立替金の負担が増大していることから、設計変更協議の

長期化防止のため、「設計変更審査会」等に設計変更の権限を持つ者が参加す

ることを徹底していただくとともに、工事書類スリム化ガイド等に基づき、協

議資料作成等の受発注者間の役割分担を明確にする会議を開催した上で、発注

者に代わり受注者が実施する設計変更に関わる資料作成や検討業務に要する費

用について、適切な負担をお願いしたい。さらに、国土交通省に比べてスライ

ド条項適用率が低い他の発注機関においては、適時適切なスライド条項の適用

と手続きの円滑化に向けた取組みを強化していただきたい。 

 

（３）書類の削減と様式の統一 

〇書類の削減に効果の大きい書類限定検査について、既契約工事も含む全ての工

事で導入するとともに、国土交通省以外の発注機関においても書類限定検査や

電子契約を導入していただきたい。さらに、発注機関毎に異なる工事関係書類

について、必要とする書類に関する規定を含め国土交通省の様式へ統一をお願

いしたい。 

 

生産性向上（新技術・新工法の活用促進） 

（１）受発注者間における情報共有の促進 

〇国土交通省以外の発注工事においても BIM/CIM活用を拡大していただきたい。

さらに、受発注者がリアルタイムに情報を共有・保管するとともに、得られた

データを着実に関係者間で引き継ぐことが重要であるため、国土交通省が昨年

度提唱した「プロジェクト CDE」によるデータマネジメントについて早期実現

をお願いしたい。 
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担い手の確保 

（２）技能者の処遇改善（建設キャリアアップシステムの普及拡大） 

〇国土交通省においては、2024年 7月に『CCUS利用拡大に向けた 3か年計画』

を決定し、「あらゆる現場・あらゆる職種で CCUSと能力評価を実施」を目指す

こととしたが、2024年度の就業履歴数は、同省が設定した目標を 2年連続で下

回ることとなった。このような状況を踏まえ、3か年計画に基づく各種施策を

積極的に展開することが重要であるが、特に、直轄工事の CCUS義務化を強力

に推進するとともに、国土交通省以外の発注機関においてもモデル工事の導

入・拡大するなど、ＣＣＵＳの普及・活用を促進していただきたい。 

 

（３）建設業全体の魅力発信 

〇現場間での働き方の違いによる技能者の流動化が懸念される中、特に「休暇の

取得」や「処遇改善」については原則、国内全ての建設現場が同じ方向へ歩み

を進めていくことが必要である。このため、自治体も参加するブロック別の各

種連絡会議等を通じて、国土交通省をはじめ各発注機関における最も効果的な

取組みの横展開を図り、現場への徹底を推進していただきたい。 

 

2. 道建協 

舗装工事積算の改善 

（１）舗装施工管理技術者資格（１級、２級）の活用 

〇引き続き、舗装施工管理技術者資格（１級、２級)を総合評価落札方式の配置

予定技術者の能力評価の対象としていただいていますが、都道府県、地方主要

都市等においても活用していただくように、国からも働きかけをお願いしま

す。  

・舗装施工管理技術者制度：平成６年創設、７年から実施。 

２５年間に 1級・２級併せて約７万５千人が合格し、現在約５万人が舗装施工管

理技術者として登録。 

 

3. PC建協 

働き方改革の推進 

（２）完全週休二日（土日＋祝日）の更なる推進 

〇土日＋祝日の現場閉所の確保を実現するため、発注者指定型の完全週休二日

（土日＋祝日）工事の発注推進をお願いします。また、地方自治体や NEXCO等

の発注機関についても、各管内のブロック発注者会議などの場において、完全

週休二日（土日＋祝日）工事の発注への取組みの継続的な周知をお願いしま

す。 
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4. 橋建協 

鋼橋事業の需要拡大、継承と進化および国土強靭化への貢献 

（１）働きがいのある職場作り（時間外労働の削減および週休二日達成に向けた取

組み） 

・協会内で完全週休二日・残業時間削減に向けた取組みを実施 

・残業時間について、施工現場での７２０時間超勤務者をゼロにする取組実施 

・時間外の書類作成など現場負荷増大、発注時短工期設定、受注後指示による工

期短縮などを見直し作業時間内で完了可能な工程作成が必要 

・特に夜間工事は要員の確保や厳しい条件対応等により、働き方改革の推進に課

題がある 

⇒ 高速道路会社、地方公共団体への更なる指導を要望 
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